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６．公営住宅等を整備する事業、中心市街地共同住宅供給事業その他の住宅の供給のため

の事業及び当該事業と一体として行う居住環境の向上のための事業等に関する事項 

 [１] 街なか居住の推進の必要性  

(1) 現状分析 

長岡市の中心市街地は、かつて多くの人々が居住し、賑わいを呈していたが、近年

は居住者の減少傾向が続いており、昭和 55 年に 7,187 人であった住民基本台帳人口が

平成 20 年には 5,521 人まで減少した。 

また、中心市街地の世帯数は、昭和 55 年の 2,200 世帯に対し、平成 20 年には 2,601

世帯に増加しており、長岡市全体の世帯数の増加率を上回っている。さらに、平成 20

年の高齢化率は 27.8％であり、長岡市全体の高齢化率より 3.6 ポイント高い。 

人口減少の要因としては、少子高齢化や大都市圏への人口流出とともに、市郊外部

における住宅開発の活発化などが考えられる。また、世帯数の増加すなわち世帯人員

の減少から、核家族化・高齢世帯の増加という全国的なトレンドに加え、家族経営の

店舗併用住宅の減少という商業形態の変化も推測される。 

一方、平成の初期をピークとして、中心市街地の地価は大幅に下落している。大手

通１丁目の地価公示地の１㎡当たり地価公示価格は、平成４年の 242 万円から平成 20

年には 36 万９千円と約 86％下がり、おおむね下げ止まりの感がある。 

こうした状況を背景として、中心市街地及び周辺地区で民間事業者によるマンショ

ン建設が活発化しており、中心市街地区域内で 116 戸の民間分譲マンション建設及び

市街地再開発事業による共同住宅建設（大手通中央西地区 63 戸、大手通中央東地区 14

戸）が予定されているほか、当該区域の近接地でも民間マンション建設（８棟 561 戸

程度）が進められている。 

(2) まちなか居住の推進の必要性 

中心市街地における居住人口の減少は、まちなかの賑わいの喪失や、地域コミュニ

ティ活動の停滞、経済活動の衰退、防犯機能の低下等につながることから、まちなか

居住の推進により、居住人口の増加を図ることが極めて重要である。 

また、居住へのニーズが多様化する中、公共交通機関の利便性の高い中心市街地に

おいて、冬期でも周辺の除雪や屋根の雪おろしを要しない集合住宅を提供することは、

雪国における高齢者向けの住まいのあり方として合理的な面を有する。 

このため、本計画に位置付けられている都市福利施設整備事業をはじめとする各種

事業の展開により、居住者の利便性や快適性を高めるとともに、市街地再開発事業に

よる集合住宅の整備などを積極的に支援することにより、まちなか居住の推進を図る

ものとする。 

 (3) フォローアップの考え方 

事業の進捗状況について定期的に調査を行い、状況に応じて事業の促進などの改善

措置を講じる。 
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 [２] 具体的事業の内容 

(1) 法に定める特別の措置に関連する事業 

  該当なし 

 

(2) ①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業 

事業名、内容及び 

実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け 

及び必要性 

支援措置の 

内容及び実 

施時期 

その他 

の事項 

●事業名 

大手通中央東地区第

一種市街地再開発事

業（再掲） 

●内容 

市街地再開発事業で

集合住宅の整備を行

う。 

 

●実施時期 

平成18年度～22年度

大手通中

央東地区

市街地再

開発組合 

市街地再開発事業で機能更

新を図るビル内に、集合住宅

（14 戸）を整備することによ

り、中心市街地の居住の推進を

図る。 

中心市街地に新たな集合住

宅を整備する本事業は、まちに

住む人を増やすことを目標と

する中心市街地の活性化に必

要な事業である。 

●支援措置 

まちづくり

交付金 

●実施時期 

平成18年度 

～22 年度 

 

 

(2) ②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

事業名、内容及び 

実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け 

及び必要性 

支援措置の 

内容及び実 

施時期 

その他 

の事項 

●事業名 

大手通中央西地区第

一種市街地再開発事

業（再掲） 

●内容 

市街地再開発事業で

集合住宅の整備を行

う。 

●実施時期 

平成17年度～21年度

個人施行

者協同組

合丸専 

市街地再開発事業で機能更

新を図るビル内に、集合住宅

（63 戸）を整備することによ

り、中心市街地の居住の推進を

図る。 

中心市街地に新たな集合住

宅を整備する本事業は、まちに

住む人を増やすことを目標と

する中心市街地の活性化に必

要な事業である。 

●支援措置 

地域住宅交

付金 

 

●実施時期 

平成17年度 

～21 年度 

 

●事業名 

住宅政策マスタープ

ラン策定事業 

●内容 

長岡市 中心市街地のまちなか居住

施策を含む長岡市全体の住宅

政策を検討する。 

「住む人の増加」に向けて支

●支援措置 

地域住宅交

付金 

●実施時期 

 



 88

中心市街地のまちな

か居住施策を含む長

岡市全体の住宅政策

検討 

●実施時期 

平成19年度～20年度

援施策を立案・実施する本事業

は、まちに住む人を増やすこと

を目標とする中心市街地の活

性化に必要な事業である。 

平成19年度 

～20 年度 

 

 

(3) 中心市街地の活性化に資するその他の支援措置に関連する事業 

事業名、内容及び 

実施時期 
実施主体 

目標達成のための位置付け 

及び必要性 

支援措置の 

内容及び実 

施時期 

その他 

の事項 

●事業名 

高齢者向け優良賃貸

住宅家賃減額補助事

業 

●内容 

高齢者向け住宅の入

居者の収入に応じた

家賃減額に対する補

助 

●実施時期 

平成16年度～35年度

長岡市 中心市街地において高齢者

の安心な居住環境を確保し、定

住人口の増加に寄与させるた

め、平成 15 年に建設した高齢

者向け優良賃貸住宅（ウェルマ

ンション朝日 50 戸）について、

入居者の収入に応じた家賃減

額に対する補助を行う。 

まちなか居住の推進に寄与

する本事業は、まちに住む人を

増やすことを目標とする中心

市街地の活性化に必要な事業

である。 

●支援措置 

公的賃貸住

宅家賃対策

調整補助金 

●実施時期 

平成16年度 

～35 年度 

 

 

(4)国の支援がないその他の事業 

  該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




